
(11)年度別国庫 (県費)補助事業一覧表
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区分 水道水源開発等施設整備事業 生活基盤施設耐震化等交付金事業 簡 易 水 道 施 設 整 備 事 業

箇所

補助対象

事 業 費
国庫補助金 市町

補助対象

事 業 費
国庫補助金

箇   所 補助対象

事 業 費
国庫補助金

本 土 離島 計

フこ 5 1,149,490 556,968 18 19 37 3,489,461 1,538,397

2 6 724,561 340,665 24 19 43 3,929,541 1,697,615

3 7 1,093,113 499,677 19 18 37 4,847,840 2,114,668

4 8 1,624,468 710,512 28 25 53 5,715,988 2,502,573

5 8 2,393,314 1,141,563 26 20 46 7,252,032 3,093,722

6 11 1,482,760 693,366 25 21 46 6,424,715 2,660,723

7 1,190,040 524,536 30 21 51 8,022,505 3,288,328

8 9 1,343,870 597,423 25 21 46 6,358,243 2,653,143

9 11 1,573,943 695,915 24 21 45 7,197,862 3,143,872

10 16 3,288,691 1,434,932 36 25 61 11,241,398 4,800,921

11 13 2,842,909 1,122,767 25 23 48 6,653,107 2,896,989

12 12 912,199 335,471 19 21 40 5,141,099 2,212,723

13 1,168,797 386,010 17 22 39 5,687,341 2,416,141

14 11 2,099,779 698,645 16 14 30 3,601,682 1,578,310

15 10 1,433,483 490,554 16 15 31 4,842,390 2,129,261

16 7 1,382,951 471,918 19 20 39 5,086,646 2,249,733

17 7 2,295,085 781,738 15 14 29 3,830,808 1,649,424

18 7 1,152,119 397,422 17 11 28 3,699,853 1,539,374

19 727,600 253,927 14 6 20 2,887,730 1,196,905

20 7 1,084,466 396,135 11 7 18 2,660,289 1,081,200

21 6 713,870 280,327 12 9 21 3,355,346 1,216,282

22 7 571,517 176,595 15 13 28 4,525,521 1,714,571

23 3 1,129,505 371,987 11 11 22 3,798,985 1,477,751

24 2 1,877,138 625,712 13 12 25 5,805,803 2,184,486

25 3 1,321,506 437,406 11 9 20 3,294,598 1,220,745

26 5 1,284,416 428,137 16 14 30 3,810,428 1,442,592

27 3 313,584 104,528 1 360,126 120,042 15 7 22 3,490,738 1,380,510

28 3 313,584 104,528 7 2,594,927 971,595 15 7 22 3,490,737 1,380,510

※ 13、 14年度は貸付金事業を含む。



(単位 :千円)

水道水源 (地下水)開発事業

備   考県 費 補 助 金

(増補改良を含む)
箇所

補助対象

事 業 費
県 費 補 助 金

11 70,744 簡水のみ 25,500

11 65,345 ″ 24,462

10 63,680 22,888

10 86,891 24,663

10 87,846 〃 25,000

10 103,671 25,000

10 127 007 25,000

10 101,828 〃 25,000

10 101,623 〃 25,000

10 95,608 24,746

7 56,910 〃 17,500

8 76,326 〃 20,000

5 46,369 11,870

3 23,377 〃 6,627

2 23,742 〃 5,000

3 28,709 〃 7,500

2 29,679 〃 5,000

2 12,214 4,928

制度廃止

交付金制度創設
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市町村名 地 区 名 補助率
計   画
給 末 人口

工  期 年度総事業費
国庫′隔勁

共 六 額

国 庫

補助 額
備   考

長  崎  市 桜 谷 4/10 51 H27-30 84;071 79,975 31,990 未普及
飛 1lll区 域

佐 世 保 市 筒 井 大 石 4/10 27 H27-28 27,489 20,958 8,383 未普及
区〕編比拡

',E

佐 世 保 市 平    地 4/10 66 H28-28 40,178 27,027 10,810 禾 晋 友

写翠と上十静灰ナ回ほ

佐 世 保 市 小  川  内 4/10 130 H28-30 271,315 196,002 78,400 未晋及
,1と Jli灰〕
“
t

雲  仙  市 千  々 石 1/3 4,310 H24-28 181,405 106,353 35,451 衛水 再編
締合 笛 フlく

大  村  市 耳ヒ 部 大 木寸 1/4 1,112 H25-28 18,712 17,092 4,273 衝水 再編
結 合筈 フk

東 彼 杵 町 全    域 1/3 6,967 I126-28 307,721 299,506 99,835 衛水再編
統合簡水

長 崎  市 統    合 1/3 13,946 H20-29 1,264,963 1,264,963 421,654 簡水再編
統合率補

大  村  市 東 都 大 村 1/4 1,420 H25-28 25,379 23,592 5,898 簡
水再編
縦合率備

島  原  市 油堀 ,長 貫 1/3 44,400 H26-28 27,896 15,037 5,012 簡 水 再編

締合菫
'た
備

西  海  市 大    崎 1/3 1,229 H26-28 510,199 86,439 28,813 簡水 再 編

締 合著楕

東 彼 杵 町 千    綿 1/3 2,600 H26-28 25,607 24,393 8,131
生活 丞盤

芸宣全Pt息

東 彼 杵 町 彼    杵 1/3 5,000 H26-28 104,403 92,913 30,971
生活 丞盤

芸蟄 酢 専

東 彼 杵 町 太  ノ 浦 4/10 144 H27-28 20,667 19,048 7,619
生活基盤
共幹改良

:凍  早  市 有    喜 1/3 2,930 H28-28 33,645 32,700 10,900
生活基盤
増補改良

計 15地区 2,943,650 2,305,998 788,140

(12)平成28年度国庫補助事業一覧
本土簡易水道施設整備事業

離島簡易水道施設整備事業

(単位 :人、千円)

(単位 :人、千円)

市町村名 地 区 名 補助率
計  画
給水人口

工 期 年度総事業費
国庫補助
基 大 箱

国  厚
才甫日九琴ュ雪

備  考

新 上 五 島 町 有    川 1/2 4,680 H25-28 215,213 61,500 30,750 衝 水 再編
締会簡 フk

壱  岐  市 壱    岐 1/2 37,150 H26-28 424,000 404,000 202,000 簡水再編
統合整備

平  戸  市 度    島 1/2 1,000 H26-28 422,227 297,976 148,988
生活基盤
某
=争

改良

五  島  市 奈    留 1/2 2,730 H26-28 177,964 177,964 88,982
生活基盤
共幹改良

対  馬  市 佐    須 1/2 1,010 H27-28 129,673 117,900 58,950
生君 基盤

共幹 己々 農

五  島  市 玉  之  浦 1/2 1,600 H27-28 27,000 27,000 13,500
生冶 丞継

共芭傘破 巳

対  馬  市 鶏    知 1/2 4,350 H28-28 100,010 98,400 49,200
生活 丞盤

芸占令己●蔦

計 7地区 1,496,087 1,134,740 592,370
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水道水源開発等施設整備事業

生活基盤施設耐震化等交付金

補助事業者名 地 区 (事業)名 工  期 全体事業費
水 道

甕 担 率
補助率

国庫補助
基 本 額

国 庫
補助額

備 考

佐 世 保 市 石 木 ダ ム S50-H34 28,500,000 35.0 1/3 42,000 14,000 負担金

佐 世 保 市
石   本
イ  遷宣  フk

ダ   ム
管  と々 )

H26-34 6,288,790 1/3 17,967 5,989

島 原 市 系
源

水
水

会
誉

一二
代

H26-29 1,657,814 1/3 253,617 84,539

計 3地区 313,584 104,528

(単位 :%、 千円)

(単位 :%、 千円)

補助事業者名 事業名 計画期間 年度総事業費
水  這
名 相 蒸

補助率
口庫 補助

芸 大 箱

国  厚
捕 Iし勺箱

備  考

長 崎 市 水道管路耐震化等推進
孝朽管
=斯
(ゲ ク以外 )

I127-29 633,948 1/3 416,781 138,927

長 崎 市 緊急 時給水拠 焦経 休 争

表幹 構 浩物 (補 輸 )
H27-31 29,535 1/3 13,696 4,565

佐 世 保 市
水 逼 管路 耐震化 等推 進

雲魚 己t善 と王28-31 300,065 1/3 297,202 99,067

~諫  早 市 水 逼 管路耐震 イヒ等推進

堅負 己●華
I128-37 75,099 1/3 49,716 16,572

平 戸 市 衛水再編、統合簡水 I126-28 270,964 1/3 270,726 90,242 田平

南 島 原 市 簡水再編、統合整備 H22-29 699,424 1/3 628,695 209,565 全城

平 戸 市 簡水再編、統合整備 H27-30 121,320 1/3 121,320 40,440 紐差

平 戸 市 生活基盤、基幹改良 H22-28 43,402 1/3 41,820 13,940 田平南部

諫 早 市 生活基盤、基幹改良 H25-28 134,505 1/3 115,251 38,417 有喜

新上五島町 簡水再編、統合簡水 II122-28 92,148 1/2 87,354 43,677 奈良尾

対 馬 市 簡水再編、統合簡水 H27-28 409,341 1/2 387,710 193,855 琴

新上工島町 生活基盤、基幹改良
=126-28

51,057 1/2 50,000 25,000 青方

新上五島町 生活基盤、基幹改良 H26-28 47,952 1/2 40,000 20,000 上五島北都

新上五島町 生活基盤、基幹改良 H27-28 56,911 1/2 52,000 26,000 若松島

新上五島町 生活基盤、基幹改良 工王28-28 53,672 1/2 22,656 11,328 崎浦

計 3,019,343 2,594,927 971,595
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(13)国庫補助対象事業一覧表 (平成22年度改正後 )
① 簡易水道等施設整備

注1下線部分は、地下水汚染等地域又は財政力指数0.30以下の市町村はこの限りでない。

注2国庫補助対象事業に要する費用 (全体工期に係る補助対象事業費)が 1,000万円に満たない事業を

除く(全事業共通)

1.補助対象事業 2.認可及び経営 3.採 択 要 件

市町村が策定し、厚生労働大臣が適当と認めた水道未普及地域解消計画に基づく事業

簡易水道 法第6条の認可
施  設 (簡易水道事業)

ア 市町村が行う事業
イ 橋で連絡されていない島又は既存の水道事業の給水区

域から道路延長が原則として10kけ上離れた区域
ウ 計画給水人口が現在人口の2倍以上になる場合はその

越える部分は補助対象外

ア 市町村が行う事業
イ 橋で連絡されていない島又は既存の水道事業の給水区

域から道路延長が原則として10km以上離れた区域
ウ 給水人口が10人以上100人以下とする6

簡易水道の布設条件を備えたいくつかの地域を、原則と

して200m以上の連絡管で連結し、5,001人以上の給水人口
となる単一の水道施設を新設する事業

新設

水

道

未

普

及

地

域

解

消

事

業

飲 料 水
供給施設

道
＞
水
み
易

の

簡
設
域
新
広
く

法第6条の認可
(上水道事業)

飛

地

区

域

簡易水道
施  設

法第10条の認可
(簡易水道事業)
(上水道事業)

簡易水道の布設条件を備えた地域で、次のア又はイの事

業であって水道事業の給水区域 (飲料水供給施設は現在給

水されている区域)から原則として200m以上の連絡管で連結
して行う水道施設の整備
ア 既存の水道事業の給水区域から原則として200m以上離
れた地域に、既存の水道事業の経営による水道施設の整備

を行う事業
イ その周辺で水源がないため、同一行政区域の水道事業
から浄水を受ける事業

飲料水供給施設の布設条件を備えた地域における同上の

事業であって給水人口が10人以上100人以下とする。

既認可給水区域であって、水道が布設されていない地区

(給水人口101人以上5,000人以下)に対し、現在給水されて

いる区域から原則として 200m以上の連絡管で連結して行う
水道施設の整備事業

給水人口10人以上の区域を拡張する事業
この事業を行うために必要な基幹改良事業 (生活基盤近代

化事業の対象)を含む。

飲 料 水
供給施設

給水区域内無水源

簡易水道
施  設

法第10条認可

(衛易水道事業)
区
域
拡
張
飲 料 水
供給施設

給水人口20%以上の区域を拡張する事業
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1.補助対象事業 2.認可及び経営 3.採 択 要 件

衛
易
水
道
再
編
推
進

事
業

統合簡易水道

法第6条、
第10条認可
(簡易水道事業)
(上水道事業)

別記注4の簡易水道施設または飲料水供給施設であつて

下記のア、イ又はウのいずれかに該当する事業。
ア 市町村策定の「統合衛易水道施設整備計画」に基づく、
水道未普及地域解消事業 (51人以上)及び生活基盤近
代化事業の対象施設整備並びに基幹的施設の新設事業
イ 統合衛易水道施設の区域内で水源が枯渇し、水源確保
が困難な場合、原則として200m以上の距離を有する他の
水道事業から浄水を受けることが最も経済的、合理的であ
つて厚生労働大臣が必要と認めたもの

ウ 経営の一元化、管理の一体化等を図る場合の遠隔監視
システムの整備事業。

*平成29年度以降は特定簡易水道等の統合にあつては
連絡管整備事業のみ。

簡易水道統合
整 備 事 業

法第6条、
第10条認可
(上水道事業)

別記注4の簡易水道施設または飲料水供給施設であつて

下記のアまたはイに該当する事業。
ア 市町村策定の「簡易水道統合整備計画」に基づき、
上水道と簡易水道施設又は飲料水供給施設との統合
整備に必要な水道未普及地域解消事業 (51人以上)
及び生活基盤近代化事業の対象施設整備並びに基幹
的施設の新設事業
イ 経営の一元化、管理の一体化等を図る場合の遠隔監視
システムの整備事業

生

活

基

盤

近

代

化

事

業

ナ曽

補

改

良

衛易水道
施  設

法第10条認可

(簡易水道事業 )

別記注4の簡易水道施設又は飲料水供給施設であつて下記
の①～⑤のいずれかに該当する事業。
(①については特定経営状況事業に該当すること)
なお、平成19年度以降に上水道に統合された簡易水道等
は当該上水道事業の資本単価が全上水事業の平均以上か
つ当該施設の有収水量当たりの増補改良事業費用が平均
以上であること、また、他の水道施設から原則として200m
以上離れていること(平成28年度までは簡易水道事業統合
計画書による統合対象事業を除く)。
① 竣工後10年以上経過した施設の増補改良で次のア又は
イに該当する事業
ア 水源枯渇又は区域内人口の増加、若しく1ま生活改善等
に伴う使用水量の増加により、当初の計画水量では需要
に応ずることができなくなったものであること。
イ 渇水期間中の1人 1日 当たりの最大給水可能量が1502

以下であること。
② 「水質基準に関する省令」による水質基準に適合しなくな
るおそれが生じたことに伴う施設整備事業
③ 鉛製管の更新を行う事業
④ クツプトスポリジウム等病原性原虫対策としてのろ過施設
・紫外線処理施設の整備又はろ過施設の整備に代替して
開発する水源の整備事業

飲 料 水
供給施設

注3統合簡易水道とは、既存の衛易水道の統合整備、又は既存の衛易水道と飲料水供給施設の有機的
一体化と事業経営の一元化が図られた水道を言う。(統合整備するため、基幹的施設その他の施設の

整備、統合と合わせ未給水区域への施設整備を含む)

注4特定簡易水道事業に該当しない簡易水道事業の衛易水道施設または特定飲料水供給施設に該当
しない飲料水供給施設。ただし、平成28年度までは簡易水道事業統合計画が策定され、統合の対象
とされているものは補助の対象となる。
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1.補助対象事業 2.認可及び経営 3.採 択 要 件

生

活

基

盤

近

代

イ監

事

業

増
補
改
良

簡易水道
施  設

法第 10条認可
(簡易水道事業)

⑤ 基幹的な水道構造物の耐震化のための補強事業で、次の
いずれにも該当するもの
ア 地震による水道施設の被害の経験がある、又は、今後、
特におそれのある地域における事業
イ 取水施設、導水施設、浄水施設、送配水施設及びこれら
の施設と密接な関連を有する施設 (管路を除く)及びこれ
らの施設内に存在する基幹的な水道構造物であり、施設
の運営に必要な施設等

⑥ 緊急速断弁又は非常用電源設備を設置する事業であつ

て、地震による水道施設の被害の経験がある、又は、今
後、特におそれのある地域における事業
⑦ 原子力発電所等核燃料を取扱う施設の周辺の水道事業
者が事故時等に放射線量の確認を行うための分析機器
の■え備事業

飲 料 水
供給施設

基

幹

改

良

簡易水道
施  設

法第 10条認可
(簡易水道事業)
(上水道事業)

別記注4の簡易水道施設または飲料水供給施設であつて
老朽化その他やむを得ない事由により機能が低下した基幹
的施設の廃止・新設事業で次のいずれかに該当するもの。
なお、平成19年度以降に上水道に統合された簡易水道等
は当該上水道事業の資本単価が全上水道事業の平均以上
かつ当該施設の有収水量当たりの基幹改良事業費用が平
均以上であること、また、他の水道施設から原則として200
m以上離れていること(平成28年度までは簡易水道事業統
合計画書による統合対象事業を除く)。
① 竣工後原則として40年以上経過した構築物
② 設置後原則として10年以上経過した機械、装置 (関連する
構築物を含む)
③ 布設後20年以上経過した管路。但し、各施設ごとの管路延
長又は全管路延長の20%以上 (財政力指数がO.30以下の
市町村においては10%以上、特定市町村の場合においては
15%以上、また、鋳鉄管及びコンクリート管の更新について
は管路延長要件を適用しない)の改良を行うもの。
④ 竣工後20年以上経過した離島衛易水道の海底送水管の

布設替事業で厚生労働大臣が必要と認めたもの

⑤ 地震による水道施設の被害の経験がある、又は、今後、
特におそれのある地域における、地震対策として行う石綿
セメント管を廃上して新設する事業

飲 料 水
供給施設
(離島のみ)

水
量
拡
張

簡易水道
施  設

法第10条認可
(簡易水道事業)

別記注4の簡易水道施設または飲料水供給施設であつて

計画給水量を従前の計画給水量の20%以上拡張する事業〔こ
の事業を行うために必要な基幹改良事業 (生活基盤近代化事業
の対象)を含む。〕
なお、平成19年度以降に上水道に統合された簡易水道等は
当該上水道事業の資本単価が全上水道事業の平均以上かつ

当該施設の有収水量当たりの水量拡張事業費用が平均以上
であること、また、他の水道施設から原則として200m以上離れ
ていること(平成28年度までは簡易水道事業統合計画書による
統合対象事業を除く)。

飲 料 水
供給施設

注5「特定簡易水道事業」及び「特定飲料水供給施設」とは、事業経営者が同一であつて次のいずれ
かの要件を有する他の水道事業が存在する簡易水道事業または飲料水供給施設。
ア、会計が同一であるもの

イ、水道施設が接続しているもの

ウ、道路延長で、原則として10km未満に給水区域を有するもの。

注6「特定経営状況事業」とイま、給水原価が全簡易水道事業の平均の半分以上であって、供給単価が

全簡易水道事業の平均の半分以上かつ供給単価が給水原価の120%以下の簡易水道事業。
(平成28年度適用価格)
全国衛易水道事業の給水原価の平均  310.56円 /ポ
全国簡易水道事業の供給単価の平均  167.43円 /ポ
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4.国庫補助対象施設

1次に定める施設及び当該施設設置のために必要な最小限の用地及び補償費
(1)井戸、集水埋きょ、貯水池、取水ポンプその他取水に必要な施設

(2)導水管、送水管、その他導送水に必要な施設

(3)浄水池、滅菌装置その他浄水に必要な施設

(4)配水池、配水管その他配水に必要な施設

(5)飲料水供給施設にあつては(1)～ (4)のほか給水に必要な施設で屋外に新設する部分

ただし、次のものを除く。

ア 給水栓

イ 立上り管                       ′

(6)放射線量の確認を行うための分析機器 (シンチレーションサーペイメータ)

21には次に掲げる施設を含まない。
(1)事務所及び倉庫 (工事施工のための仮事務所、仮設倉庫を除く)

(2)門、柵、塀、植樹、その他簡易水道の維持管理に必要な施設

(3)給水装置

3補助対象の計画1人 1日 最大給水量は、5002(地方生活基盤整備水道事業は6252)である。

① 簡易水道等施設整備

注7財政力指数 :地方交付税法第14条の規定により算定した基準財政 同法第11条の規定に
より算定した基準財政需要額で、当該年度前3年度内の各年度に係るもの
を合算したものの3分の1の数値

注8単位管延長の算出方法 :今回布設管延長■計画給水人口
①今回布設管延長は、補助事業で整備する管の延長

②計画給水人口は、

ア 区域拡張の場合は拡張区域の計画給水人口

イ 統合の場合は統合後の計画給水人口

夕 無水源の場合は無水源地域の計画給水人口

③管路の基幹改良の場合は、導水管、送水管、配水管、全管路に区分し算出する。

5.補助率

2飲料水供給施設 4//10

3離島簡易水道事業 (上記 1、 2に関係なく) 1/2

区 分 単位管延長 補助率

財政力指数

0.80を超える市町村

20m以上 4//10

6m以上20m未満 1/3
6m未満 1/4

0.30以下の市町村
7m以上 4///10

7m未満 1/3

渇水対策として行う海水淡水化施設
整備に係る事業

lm以上 4//10

放射線量分析機器 1/4

1簡易水道施設
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② 上水道施設整備

注)海水淡水化施設整備の補助対象施設について
① 逆浸透膜方式施設
原水設備、調整設備 (薬品注入設備を含む)、 逆浸透設備、放流設備、電気・機械及び計装設備
② 電気透析方式施設
原水設備、調整設備 (薬品注入設備を含む)、 電気透析設備、放流設備、電気・機械及び

計装設備

1.補助対象事業 2.認可及び経営 3.採 択 基 準

水
道
水
源
開
発
施
設

①水道水源開発
施設 法第6条、

第10条の認可

ア 水道事業は、資本単価が90円 /ポ以上であること。
イ 水道用水供給事業は、資本単価が70円 /ば以上であること。
ウ 渇水に対応するため、厚生労働大臣が認める海水淡水化施

設の緊急整備事業で、水道事業で資本単価が35円 /ポ以上、
水道用水供給事業で資本単価が25円 /♂以上であること。

②遠距離導水等
施設

水路延長が7km以 上で、水道水源開発施設整備費の国庫補助
事業と一体のもの

高 施

度

設

浄

水 筆

③高度浄水施設等
法第6条、
第10条の認可

ア 高度浄水施設の整備が特に必要であると認められる事業で

あること。
イ 水道事業は、資本単価が90円 /だ以上であること。水道用
水供給事業は、資本単価が70円 /ゴ以上であること。
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4.補助1対象施設 5.補 助 率

ダム、堰、水路、海水淡水化施設(注1)又
は密接な関連を有する施設

ア及びイに該当する事業

但し、平成21年度以前に採択された事業であって、
水道事業で資本単価が140円 /だ以上、水道用水供給
事業で資本単価が100円 /が以上の場合

1/3

1/2

ウに該当する事業 1/2

取水施設、導水施設

高度浄水施設整備
(生物処理施設、オゾン処理施設、活性

炭
―
処理施設、ストリンピング処理施設等)

水道原水水質改善
代替水源施設整備

1/3

但し、クリプトスポリジタム等の病原性原虫による汚染に
対処するための事業で、イの基準に満たない事業

1/4

-121-



③ 生活基盤施設耐震化等交付金

(1)水道施設等耐震化事業

1交付対象事業 2認可及び経営 3採 択 基 準 4補助対象施設

簡
易
水
道
再
編
推
進
事
業

補助金事業に同じ

生
活
基
盤
近
代
化
事
業

補助金事業に同じ

緊
急
時
給
水
拠
点
確
保
等
事
業

法第6条

第10条の認可

(各施設共通の基準)

ア 地震等対策地域における事業であること。

イ 資本単価が90円 イ√メ上であること。

配   水   池
計画 1日 最大給水量の10時間分を越え、12時間までの容量の

配水池を整備する事業であること。

配水池及び配水池と密接な関連を有する

送水管及び配水管 (既設管との連絡部分
のみ)、 塩素注入設備、計装設備、仕切

弁、緊急速断弁等、ポンプ

緊急時用連絡管
緊急 時 において、広域 圏九天の間、進 瞬の水逼 争莱体等の同右

しくは同一の水道事業体 内で水道水を相互融通できる施設 を整

結 する事業であるこル̂

導水管、送水管、配水管、ポンプ、計装機
器等

貯 留 施 設
送水又は配水の用に供する管路であつて水の貯留機能を合わ
せ持つ施設の整備事業であること。

貯留施設及び貯留施設と密接な関連を有
する貯水施設、配水管、送水管(既設管と
の連絡部分のみ)、 給水管、給水栓、給水
ポンプ

緊
遮 断

急
弁

緊急時に配水池等の水道水の流夫を防止するための緊急速断
弁の整備事業であること。

緊急時に対応するための貯留機能を合わせ持つ大容量の送水

管を整備する事業であること。

緊急速断弁及び緊急遮断弁と密接な関連
を有する非常用電源設備、仲縮可撓管

管及び立坑施設大
送
容
水 管

重 要 給 水 施 設
配  水  管

丞幹肩匠等の給水 l愛先度か行 に局い地設 にアよくュロ本を四亡本丁

る配水管であって、耐震機能 を有する葉)のを整備する事業である

■>
管、ポンプ、計装機器並びにこれらと密接

基幹水道構造物の

耐 震 化 事 業

配水池及び浄水場等の基幹水道構造物のうち特に耐震化が必

要であると認められるものの補強事業又は改築・更新事業

取水施設、導水施設、浄水施設、送配水施

設及びこれらの施設と密接な関連を有する

施設等

水
道
管
路
耐
震
化
等
推
進
事
業

老朽管更新事業

法第6条

第10条の認可

ア 地震対策等地域において地震対策として行う更新
事業であること。
イ 水道事業で資本単価が90円 /1f以上、水道用水
供給事業で資本単価が70円 /ゴ以上であること。
※H28新規まで

布設後20年以上経過した塩化ビニル管、
鋳鉄管、コンクリエト管並びに、布設後30
年以上経過したダクタイル飾鉄管である導
水管、送水管、配水管

水 道 管 路 緊 急
改 善 事 業

1lヶ月に10m3使用した場合の家庭用の水道料金が、毎年度
通知あ平均料金より高く、給水収益に占める企業債残高が毎年

度通知する値より高い上水道事業者であること。
21に該当しない上水道事業者で、lヶ月に10m3使用した場合
の家庭用の水道料金が、毎年度通知の平均料金より高く、有収

密度が毎年度通知する平均値値より低い上水道事業者であるこ

と。
31に該当しない上水道事業者で、給水収益に占める企業債残
高が毎年度通知する値より高く、料金回収率が100%以上の上水
道事業者であること。
※H28年度新規創設

布設後40年以上経過した鋳鉄管、石綿管、
→合管、コンクリート管、塩化ビニル管、グクタ
イル鋳鉄管であつて、基幹管路 (導水管、
送水管、配水本管)に布設されている管路
の更新 (ただし、塩化びにる管及びダクタイ
ル鋳鉄管は耐震性の低い継手を有するも
のに限る)

石綿セメント管、布設後20年以上経過した
塩化ビニル管、鋳鉄管及びヂ岡管等の管路
更新、ポンプ、水圧調整施設、電気計装設
備の設置又は更新等

管路近代化事業
直結給水を実施するための事業で、都市計画法に基づく市街

化区域の配水施設整備で資本単価が140円 /ド以上であること。

鉛 管 更 新 事 業 鉛管の更新事業で、資本単価が90円 /だ以上であること。 鉛管である尊水管、送水管、配水管

基 幹 管 路
耐震化整備事業

災害復1日
必要と認め

事業と併せて行う導水管、送水管、厚生労働大臣が

る配水管の耐震化事業であること。
導水管、送水管、配水管
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5補  助 率

1/3

但し、水道事業で資本単価が140円 /1だ以上、水道用水

供給事業で資本単価が100円 /iゞ以上の場合

厚生労働大臣が認める老朽管の更新事業

1/3

1/2

1/4

1/8

1/3

1/3

1/2
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③ 生活基盤施口費耐震化等交付金

(2)水道事業運営基盤強化推進等事業

水
道
事
業
運
営
基
盤
強
化
推
進
事
業

広域化事業

事業開始後5年以内に広域化を実現する事業で、全体計画は
10年間で平成41年度までの時限事業

運営基盤強化等事業
広域化事業に係る姑象施設の整備事業費を上限に、広域化後
の圏域における運営基盤強化の施設整備に関する事業

水
道
広
域
化
施
設
整
備
費

特定広域化施設整備費

法第6条

第10条の認可

ア 現在居住人口が原則として50万人以上で、給水量の増加を

伴う新設又は増設事業であるこ≧。
イ 広域的水道整備計画 (水道法第5条の2)に基づく事業であ

ること。
ウ 水道事業は、資本単価が140円 /だ以上であること。水道用

水供給事業は、資本単価が100円 /ポ以上であること。
工 平成26年度以前に採択された事業

一般広域化施設整備費

ア 現在居住人口が原則として50万人以上で、給水量の増加を

伴う新設又は増 H父事業であること。
イ 水道事業は、資本単価が140円 /♂以上であること。水道用

水供給事業は、資本単価が100円 /だ以上であること。
ウ 平成21年度以前に採択された事業

広域化促進地域上水道

施設整備費

ア 広域的水道整備計画 (水道法第5条の2)の 区域内の水道

事業で、特定広域化事業から水道用水の供給を受ける水道

事業であること。
イ 計画給水人口又は計画給水量が20%以上増加する新設又

は拡張事業であること。
ウ 資本単価が140円 /ポ以上であること。
工 平成26年度以前に採択された事業

水道広域化促進事業費

ア 給水人口が概ね10万人以下、かつ資本単価が90円 /ポ
以上の水道事業を統合の対象に含むこと。
イ 経年施設更新事業及び統合関連事業に係る水道施設の

整備計画が定められていること。
ウ 平成26年度以前に採択された事業

水
道
水
源
自
動
監
視
施
設
等
整
備
事
業

水道水源自動監視施設
整備費

法第6条

第10条の認可

水道水源自動監視施設の設備が必要であると認められる事業
で、2以上の水道事業者等が連携して体系的・効率的かつ計画
的に24時間連続して水道水源の監視を行う事業であること。

遠隔監視システム整備費
簡易水道事業統合計画に基づき、簡易水道事業を統合するこ

とを契機に施設の管理水準を維持し、経費の縮減を通じた経営
の効率化を図るために整備する事業であること。
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取水門、取水堰、取水塔、井戸、集水埋

きょ、取水ポンプ、貯水池、導水きょ、導水

管、導水ポンプ、沈殻池、ろ過泡、浄水
池、送水きよ、送水管、送水ポンプ、配水
池、調整池、配水管、配水ポンプ等

1/3

取水、貯水、導本、浄水、送水、配水の各
施設

1/3

取水、貯水、導水、浄水、送水、配水の各
施設

1/4

取水、貯水、導水、浄水、送水、配水の各
勉設

1/8

取水、貯水、導水、浄水、送水、配水の各
施設

1/3

理化学的指標検査装置(濁度、電気伝導
度、pH等 )、 生物指標検査装置 (魚類等生
物を利用)、 サンプリング装置、ろ過装置、
テレメータ、監視盤及びその他附帯機器

1/4

計装用機器 (流量計測、水位計預J、 水圧

計測、水質計測等)、 監視操作設備、制御
設備、伝送設備及びその他附帯設備

1/4
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③ 生活基盤施設耐震化等交付金

(3)官民連携等基盤強化推進事業

官
民
連
携
等
基
盤
強
化
推
進
事
業

水道事業
画作成等
における官民連携の導入に向けた調査、検討及び計
に関する事業で平成35年度までの時限事業

注)地震対策等地域とは、

靴絨解露∞ 誅憲M認懸期耀i桑学融縮鯉盟馨三雛給
づく南海トラフ地震防災対策推進地域
②地震、渇水等による水道施設の被害、取水停上の経験がある粕域、又は、今後特にそのおそれが

ある地域
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報償費、旅費、賃金、需用費、役務費、委
託料、使用量及び賃借料、備品購入費 1/3

―-127-―



(14)水質基準等一覧表
①水質基準 (水道法第 4条第 2項に基づく項目 (51項 目))

水質基準に関する省令 (平成15年 5月 30日 厚生労働省令第101号 )
[最終改正 平成27年 3月 2日 厚生労働省令第29号])

区分 分 類 暴 準 値

1

健
康
に
関
す
る
項
目

微生物
隻落雛 loo/mI夕以下

2 絵 此 占れ ′■`い こル

3

金  属

び 0. 003 mg/Lち(下
4 びその 勿 0. 0005確 /L以下
5 セ レン及びその化ィ'物 0. 01 m買/Lら 下ヽ
6 物 0_ 01 mg/1´ 以下

7 ヒ素及びその化合物 0_ 01 mg/1フ 以下

8 六価クロム化合物 0.  0 5 mFと /L以下

9

無機物

0. 0 4 mr=/L力〔下

10 シアン イオン ヒシアン 0  0 1 mFF/L易(下

11 及 1 0 mg/1以 下

12 フッ素及びその化合物 0  8 mg/1,以 下

13 ホウ素及びその化合物 1. O mg/L易 (下
14

有
機
化
学
物
質

四端化炭素 0. 002腋 /L以下
15 1,4-ジオキサン 0. 05 m宜/L2(下

16
シスー1,2-ジ クロロエチレン及び
トランスー1,2-ジクロロェチレン

0.  04 mg/Lウ ス
~F

17 ジクロロメタン 0_ 0 2 mF1/L易〔下

18 テ トラクロロエチレン 0. 01 m富 /L易〔下
19 トリクロロエチレン 0. 01 mg/L易〔下
20 ベ ンゼン 0  01 mg/1以 下
21

消
母
冨可
生
成
物

0  6 mg/1フ以下

22 クロロ酢酸 0  02 ng/Lち(下
23 クロロホルム 0_ 06 mg/1′ 見え下

24 ジクロロ酢酸 0_ r)3 m〔ど/1以下

25 ジブロモクロロメタン 0. l m宜 /L易〔下
26 0. 0 1 mF`/Lら(下

27 代トリハ ロ メタ ン 25 30の 0. l mg/L以 下
28 0_ 03 mg/1′ 以下

29 ブロモジクロロメタン 0_ 03 mン Tジ文下
30 ブロモホルム 0.  0 9 mFf/L'ス ¬ド

31 ル ム ヒ 0. 08 m質 /Lら〔下
32

性
状
イこ

関
す
る
項
目

金  属

の ヒ合 J , 1  0 mg/L易 (下
33 ア ル ム びその 0. 2 腋 /L以下
34 鉄及びその化ィ 0.  3 m宜/L以下

35 同及びその化帝物 1_ O mg/1ヴk下

36 味  覚 ナ トリウム及びその化合物 200 mg/1′易(下
37 色 マンガン及びその化合物 0_ 0 5 miF/L易(下

38

味 覚
姉化物イオン 200 m宜 /L易〔下

39 カルシウム、マグ
'

くシウム資 (硬度 ) 300 m宜 /L易〔下
40 500 m宜 /L易(下
41 発  泡 オ ン 0_ 2 m`ど /1以下

42 かび臭
物 質

ジェオスミン 0. 00001曜 /L以下
43 2-メ チルイツボルネオール 0.  0 0 0 0 1 m貿 /L'ス「F

44 発  泡 , オ ン 面 0_ 02 mg/1´ 易t下

45 におい フェノール類 0  005 ng/L易(下
46 味 覚 有機物 (全有機炭素 (TOC |の量 ) 3 mttL'吹 下

47 基

礎

的

性

状

oH値 5.8以 上 8.6以 下
48 味 塁常で′Fい ュル

49 と気 塁常でア£い こル

50 得`産 5店以下
51 濁 度 2店以 下
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②水質管理目標設定項目
平成 28 3 生 品安 通知 )

番

号 項    目 目 標 値

0.02 mEF/L'吹 lヽ1 アンチモン及びその化合物

0.002m宜/L以下 (暫定 )2 ウラン及びその化合物

0.02 m【ど/Lナ咬¬F3 ニッケル及びその化合物

4 (肖 ll除 ) (削除 )

0.004 mFF/L以 下5 1,2-ジ クロロエタン
(肖 U膨僚)6 (削除 )

(肖 ll膨終)7 (削除 )

0.4 m宜 /L'ス「F8 トルエン

9 フタル酸 ジ (2-エ チルベキシル ) 0,08 mR/Lウス¬F

0.6 mg/L'ス  lヽ10 亜塩素酸

(削除 )11 (削除)

0.6 m宜 /L'吹¬F12 酸化塩素

0.01m買/L以下 (暫定 )13 ジクロロアセ トニ トリル

14 れ水 クロラール 0.02m貿/L以下 (暫定)

オ食出値と目標値の比の和として、 1以 下15 農薬類

16 残留姉素 1 は/L以下

10 mg/L以 」L、  100 腰/L以下17 カルシウム、マグネシウム等 (硬度 )

18 マンガン及びその化合物 0.01 m買 /L芝ス¬F

20 m貿 /L,吹  lヽ19 遊離炭酸

20 1.1.1-ト リクロロエタン 0.3 mVLEス下

0.02 m宜 /L'双
~F

21 メチルー ι―ブチルエーテル

3 順/L以下22 有機物等 (過マンガン酸カリウム消費量)

3以 下23 臭気強度 (TON)

30 mVLEス 」ヒ、 200 m買 /L芝ス下24 蒸発残留物

1庁以下25 濁 産

7.5程度26 DH値

27 腐合1性 (ラ ンゲリア指数) -1程度以上とし、極力 0に近づける

l mLの検水で形成 される集落教が2,000以 下 (暫定 )28 従属栄養細菌

0. l mゴL以下29 1.1-ジ クロロエチレン

0.l m2/L'ス¬F30 アルミニウム及びその化合物
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③農薬類 (水質管理目標設定項目15の項)の対象農薬リスト
(最終改正 :平成29年 3月 28日 付生食発0328第9号厚生労l動省医薬 生活衛生局生活衛生・食品安全部長通知)

番

号 検査項 目 用途
目標値
(ng/し )

番

号 検査項目 用途
目標値
(mg/L)

1 3-ジ クロロプロペン (D― D) 審 n淘 I ジチオ ピル 険萱剤 3 009

2 2-r)PA(グ ラポン〕 [今 苗 著11 シハロホップブチル 険董和| 3 006

2 4-D(2 4-PA】 除 苗 苫11 シマジン (CT AⅢ 除董稗 0 003

RPN 秘 耐l濶 | ジ メタ メトリン 除 萱春I 0 02

I、イCPA 除 苗 著ll ジ メトェー ト 鶏 改浄| 0 05

アシュラム Fェ令`首 濶 | シ メトi'ン 除 童 斉II 0 03

アセフェー ト ジ メピペ レー ト 除 童 膏||

アトラジン 崎 首 執 | ゲイアジ ノン 殺 Hミヨ1母苗どΠ

アニ ロホス l令首 著11 ち′/ム ロン 08

ア ミ トラズ 饗 耐l莉 | 紺蘭著II 001

アラクロール [令首 割 手アジェル 饗 止コ1母蘭 苫11

イ ツキサチオン 殺 虫剤 チ ウラム 鶏 止剤 母 滴 剤

イ ソフェンホス 殺 商剤 チナジカルブ 母 由苗 |

イツプロカルブ (MIPc】 殺 虫剤 チオファスー トメチル 雑 n ttli饗商著ll

イ ツプ ロチオラン
`IPT】

殺 虫測、殺歯剤
結物成岳調整剤 03 65 チオベンカルブ 隣 首 和 |

イプ ロペ ンホス
`IRPう

殺 蘭著|| 0 09 テフリルトリオン 降首を‖

イ Sノ クタジン 殺 竜獅1赳菌岩II 0 006 67 テルブカルブ (MBPMCう 除車剤

/ラ ゲ ノフ ァン 除 童首li 0 009 トリクロピル 除草剤

エ スプロカルブ 除 童剤 0 03 トリクロルホン (DEP) 型
`れ

堪白|

エデノフiンホス
`エ

ジフェンホス R rDTD PⅢ 殺 蘭 斉II 0 006 70 トリシクラゾール

エ トフ モンプ ロ ックス 糾 竜 1部1殺蘭剤 0 08 71 トリフルラリン 眸首ど白|

ェト〕ジアジール
`エ

クロメブ‐ル】 殺 蘭榔I 0 004 72 ナプロパミド 降 首 割

エンドスルフ7ン
`ベ

ンブエピン】 素与咆獅| 0 01 パラコート 除 蔓剤

オキサジクロ メホン 除童郵| 0 02 ピペロホス 除堂剤

ナ ■ シ ン鶴

`若

雑 銅 ヽ 紺 ftttII糾 蘭者ll 0 03 ピラクロニル 除童剤

オ
"サ
ス トロ ドン 紺 11畜I為に南獅| 0 1 ピラブキシフェン 険車剤

カ ズサ 示 ス ズメ(ン Hl鞠 | 0 0006 ピラブリネート (ビ ラブレート】 険蓮剤

サ,フ ャ 1/ス トロー ル 器 点苫1「 除 童 ,れ | 0 008 ピリゲフェンチオン 殺 虫者11

カルタップ
殺虫剤、殺菌剤

ピリブチカルブ 険堂剤 0 02

カルバリル (NAC〕 舟 車剤 0 05 ピロキロン 殺 屯剤 殺蘭剤 0 04

カルプロバミド 鶏 ■1翫 発` 首 著「 フ ィプ ロニル 殺 叫1葛II殺蘭剤 0 0005

カルボフラン イ式:訂f4″1 フェニトロチオン (MEPヽ 001

キノクラミン (ACN〕 F傘首 苫II フ_ノ ブカルブ
`RPMCう

響 中翻Iを蘭著II 0 03

キヤプタン 埒 商 著II フェ リムゾン 殺 点剤 殺蘭者l β 05

ク ミル ロン [令苗 掴 | フェンチオン (MPpぅ 持 申判 |

ノブリホサート E令 苗 珈 1 フモン トエー ト
`PAp、

持 l伸 判 紺首鞠 D 007

グル ホ シ抹 ― ト
除章剤

1奇 物成長 i周整剤 0 02 フ rン トラザ さ ド I冷 士濶 |

ク ロ メプ ロ ップ 険童剤 0 02 88 フオ ライ ド 鶏 苗剖 響 蘭 獅 I

クロルニトロフェン (CNPⅢ 除 童剤 0 0001 89 ブ 汐 ク ロ ー ,レ 除 苗 著1

ク ロル rリ ホス 殺 虫音|| 0 003 ブタミホス 隣 苗 翔 I

クロロクロニル
`TPNう

殺 竜鞠1殺蘭獅| 0 05 ブプロフェジン 殺 い葱 母 首 珈

シア十ジン 除童若11 0 004 フルアジナム 殺 歯 潮

→ノア ノ示 ス rtt v A Pゝ 策9屯若11 0 003 プレチラクロール 除 蔓剤

ジウロレ `n CMIIう 除立剤 0 02 プロシミドシ 殺 蘭剤

ジクロベニル
`DRN】

険苗者II 0 03 プロチオホス 殺 虫剤 0 004

46 ジクロルボス (DDVP) 持 睫者II 0 008 プロピコナゾール 殺 菌獅| 0 05

47 ジクヮット 除 萱苫!| 0 005 プロピザミド 険童剤 0 05

48 ジスルホトン (エチルチオメトン) 熟 碇苫II 0 004 プロベナブール 殺 重剤 幾 蘭者II 0 05

ジチアノン 紺 首 著I プロモブチド 殺 虫剤 除 蔓剤 01

50 ジチオカルバメート系農薬 殺虫剤、殺菌剤

0 005

(■硫化

炭素 と
1´ てヽ

ベノミル 殺菌剤 0 02
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番

号 検査項目 用途
目標値
(mg/1´ )

ペ ンシクロン 殺 虫著11殺 蘭著「1 01

ベンブビシクロン 険 苗著「1 0 09

ベンブフェナップ 除薗斉「1 0 005

ベンタゾン 除 苗 著II

ペンデアメタリン

ベンフラ カルブ 程 苗著II型 繭 善|| 0 (】 4

ベンフルラリン イベスロジンう 除 苗 湖 |

ベンフレヤー ト 除 営 湖 |

ホスチア十デー ト 糾 止著I

マラチオン
`マ

ラツンⅢ 紺 h凱

メコプロップ rMc P PⅢ 除 昔 著ll

112
メ
殺 虫皆J

メタラキシル 殺虫剤 殺ヽ菌剤

114 メチグチオン (DMTP) メ
殺 虫剤

115 メチルダ イ́ムロン 除 菫剤 0 03

メトミノストロビン 殺強剤 殺商剤 0 04

117 メトリブジン 除 童部I 0 03

メフェナセット 険童剤 3 02

メプロニル イ豊屯苫l殺 蘭剤 01

モリネート 除萱著II 〕005
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④要検討項目

(最終改正 :平成28年 3月 30日 付生食水発0330第 1号厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部水道課長通知)

沓
暑 項 目 目標値 (mg/L)

1 銀及びその化合物

2 バ リウム及びその化合物 07

3 ビスマス及びその化合物

4 モ リブデン及びその化合物 0.07

5 アクリルア ミド 0.0005

6 アクリル酸

7 17-β―エストラジオール 0.00008(暫定値 )

8 エチニァレーエス トラジオール 0.00002 (暫 庁イ盲)

9 エチ レンジア ミン四酢酸 (EDTA) 0.5

10 エ ピクロロヒドリン 0 0004 (建ζ矢これ巨)

11 姉イヒビニル 0.002

12 酢 酸 ビニル

13 2.4-ト ルエンジア ミン

14 2.6トルエンジア ミン

15 N.N― ジメチルアニ リン

16 スチ レン 0.02

17 ダイオキシン類 l oF【 TEQ/L (暫 定イ直)

18 トリエチレンテ トラミン

19 ノニル フ ェ ノール 0.3(暫定値 )

20 ビスフェノール A 0.1(暫定値 )

21 ヒ ドラジン

22 1.2-ブ タジエン

23 1.3-ブ タジエン

24 フタル酸ジ (n―ブチル ) 0.01

25 フタル酸ブチルベ ンジル 0_5

26 ミクロキスチンーLR 00008(暫 定値 )

27 有機すず化合物 0 0006 (暫 定l首う (lBTO)

28 ブロモクロロ酢酸

29 ブロモジクロロ酢酸

30 ジブロモクロロ酢酸

31 ブロモ酢酸

32 ジブロモ酢醜弁巨

33 トリブロモ酢酸

34 トリクロロアセ トニ トリル

35 ブロモクロロアセ トニ トリル

36 ジブロモアセ トニ トリル 0.06

37 アセ トアルデヒド

38 1ヽオX 0.001

39 キシレン 0.4

40 過塩素酸 0.025

41 パーフルオロオクタンスルホン酸 (PFOS)
42 パーフルオロオクタン酸 (PFOA)
43 N―ニ トロツジメチルアミン (NDMA) 0.0001

44 アニ リン 0.02

45 キノリン 0.0001

46 1,2,3-ト リクロロベンゼン 0.02

47 ニ トリロ三酢酸 (NTA) 0.2
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